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＜第 1回研究会報告書＞

雇用がもたらす保護主義

山梨　顕友

自国の政府が関税を賦課すべきなのか否かは
論争を招く問題である。少なからぬ人々が，関
税は自国の産業を保護し，それが自国民の雇用
を守ることにつながるから望ましいものである
と考えている一方で，貿易理論の専門家は関税
が各国の効率的な生産活動を妨げるため自由貿
易が最も望ましい貿易政策であると主張してい
る。後者の主張が伝統的な経済理論に裏付けら
れているのに対して，前者の主張の是非はまだ
十分な理論研究がなされていない。

保護主義と交易条件効果

2018年以降，アメリカ政府は中国製品への
輸入関税率を引き上げ続けている。それに対す
る報復として中国政府はアメリカ製品への輸入
関税率を引き上げ，両国間の貿易摩擦は人々の
懸念を呼んでいる。
関税の賦課は市場メカニズムの効率性を損な

うとして，アメリカ政府が取った貿易政策は批
判を受けている。関税が効率性を損なうことは
Samuelson （1962）と Kemp （1962）により定式
化されている。彼らは貿易の一般均衡モデルを
分析し，関税の賦課が消費と生産を歪め自国に
損失を与える効果を持つことを示した。この効
果は歪みの効果と呼ばれている。
歪みの効果が存在しても，もし相手国が自国

の関税賦課に対して報復しない場合には相手国
の損失と引き換えに自国が利益を得ることが可
能であるかもしれない。というのは，輸入財に
関税を賦課することはその財の国内価格の上昇

をもたらすが，需要と供給の法則により国内で
の需要が減り供給が増えることを意味する。こ
のことはその財の国際価格が下落させる。すな
わち，1単位の輸出品と引き換えに輸入するこ
とができる財の量が増加することになるため
に，より多くの財を消費することが可能になる
のである。このように交易条件が変化すること
がもたらす厚生への影響は交易条件効果と呼ば
れている。今回のアメリカ政府による関税の賦
課は交易条件効果により説明できるかもしれな
い。

綿花輸出補助金と交易条件効果

アメリカ政府は大恐慌以来，国内の綿花産業
に対して補助金の支払いを続けている。これは
生産物価格が基準額を下回った場合に，生産者
に差額を補填する制度であるが，現在では繊維
産業が衰退したために実質的な輸出補助金制度
となっている。
輸出財に補助金を支払う場合には，その交易
条件効果は輸入材への関税賦課と符合が逆にな
ることに注意しなければならない。輸出財に補
助金を支払うことはその財の国内価格の上昇を
もたらし，国内での需要が減り供給が増えるこ
とにより，その財の国際価格を下落させる。こ
の場合には，1単位の輸出品と引き換えに輸入
することができる財の量が減ることになるため
に，自国の厚生を損なうのである。輸入関税の
賦課も輸出補助金の支払いも，ともに保護主義
的政策の手段であるが，後者が採用される理由
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は交易条件効果によっては説明できない。なぜ
アメリカ政府は綿花の輸出に補助金を支払い続
けるのだろうか？
交易条件効果以外の要因により，関税を賦課

することが自国に利益をもたらすかもしれな
い。まず，関税収入により政府の財政を賄う必
要がある場合には関税の賦課が正当化される。
Dasgupta and Stiglitz （1974）は，交易条件効果
が存在しない小国経済において，政府予算の充
足制約の下で最適関税率を計算している。しか
しながら，Diamond and Mirrlees （1971）が指
摘している通り，財政を賄う目的では関税を賦
課するよりも消費税を賦課する方が歪みの効果
が少ないためより望ましい。財政制約の要因
は，発達した徴税制度を持たない発展途上の
国々にのみ発生するだろう。関税が利益をもた
らす別の要因として，幼稚産業保護論が挙げら
れる。Mitra （1992）は learning-by-doing型の
外部性がある小国経済において，関税を賦課す
ることが技術の蓄積を促し長期的な成長を促進
することを示している。とは言えこの要因もま
た，先進的な技術を持つ国が関税を賦課する事
実を説明することはできない。

雇用への関心

関税が自国の雇用を通じて与える影響は，
人々の関心を集める論点である。2016年のア
メリカ大統領選挙においても同様であり，のち
の当選者であるトランプ候補の立候補表明会見
演説でもこのことは顕著である。外国駐留軍の
撤退や健康保険制度の解体による財源を確保し
て公共インフラの整備を行うことや，移民を抑
制するなどの雇用改善策を公約している。なか
でも強調されているのは保護貿易政策の採用で
ある。
A lot of people up there can’t get jobs. They can’t 
get jobs, because there are no jobs, because China 

has our jobs and Mexico has our jobs.

I’ll bring back our jobs from China, from Mexico, 

from Japan, from so many places.

Time. June 15, 2015.

このような選挙公約を掲げて彼が当選し，冒
頭に挙げた中国との関税競争が始まることにな
る。この経緯を見ると，少なからぬアメリカ国
民が関税の賦課により自国の雇用が増加すると
考えていることが分かる。確かに，関税を賦課
することによる雇用の増加は，失業者として生
産に投入されないはずの生産要素を活用するこ
とで生産を増加させるから関税の賦課を正当化
するかもしれない。しかし，Samuelson （1962）
と Kemp （1962）などの理論は生産要素の非弾
力的な供給を前提にしているためこの可能性に
ついて議論するには適さない。
関税の賦課は雇用を増やすのか？そして，も

しそうならば関税による雇用を通じた厚生への
正の効果は負の歪みの効果に比べて強いのか？
本研究の目的は，これらの疑問に答えるために
不完全な労働市場を持つ経済の下で貿易のモデ
ルを作り，失業率や国民の厚生が関税率にどの
ように依存するのかを分析することである。分
析するに当たっては，産業部門ごとの投入要素
の限界生産性の差に注目し，労働集約財に関税
を賦課する場合を考える。なぜならば，労働集
約財部門を関税により保護することは，資本集
約財部門よりも多くの雇用を生み出すため，雇
用を通じた効果がより大きくなることが予想さ
れるからである。

分析の手法

Davidson （2009）は，サーチ理論で表現され
る不完全な労働市場を持つ経済においてヘク
シャーオリーン型の貿易モデルを分析してい
る。ただし，レオンチェフ型生産関数を仮定し
ているため，労働集約財と資本集約財を表現し
ようとするとモデルが複雑化してしまう。その
ため，関税による雇用を通じた効果を分析する
ことが難しい。そこで本研究では労働と資本を
より柔軟に代替可能である新古典派的な雇用関
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数を用いる。
本研究では，ヘクシャーオリーン型の 2要素

2最終財モデルを不完全な労働市場を取り入れ
ることにより拡張して，関税による雇用を通じ
た効果が存在するのかどうかを調べ，その効果
の大きさを Samuelson （1962）と Kemp （1962）
による歪みの効果の大きさと比較する。さまざ
まな不完全労働市場のモデルが知られている
が，本研究では Pissarides （2000）のサーチモ
デルを用いる。サーチモデルでは，労働市場で
のサーチ活動が外部効果を持つことが知られて
いる。貿易の理論と不完全労働市場の理論から
導かれる条件を解くことにより，所与の関税率
に対する資源配分が定常均衡として定まる。求
められた均衡から最適関税率の計算を行うため
には，Hatta and Ogawa （2007）が政府予算の
充足制約の下で最適関税率を計算するために用
いた方法を適用する。

雇用と厚生への影響

分析の結果，保護主義的貿易政策を用いて労
働集約財産業を保護することが国内の雇用を増
やすことが示された。また，その厚生への影響
は交易条件効果，歪みの効果，および雇用の効
果の三種類の項に分類されることが示された。
交易条件効果と歪みの効果については古典的貿
易理論の結果と整合しており，輸入関税賦課に
よる交易条件効果は正であるが輸出補助金のそ
れは負である。歪みの効果はどの場合も負であ
る。そして三つ目の，雇用の効果は古典理論に
は存在しない効果である。雇用の効果は特定の
環境変数に関する条件の下で輸出入を問わず正
の厚生効果をもたらすことが示された。
つまり，保護貿易政策はこれまで主に考えら

れてきた二つの効果の他に，雇用を通じた効果
を持つことが示された。この雇用を通じた効果
により，自由貿易政策よりも，労働集約財に適
度な関税を賦課する貿易政策の方が国民に好ま
れるかもしれない。このことは，雇用を通じた

効果が貿易政策の実行可能性に制約を加える可
能性を含意している。雇用の効果が交易条件効
果とは異なり輸出入の方向を問わず正の厚生効
果をもたらすことから，上述のアメリカ政府に
よる綿花への輸出補助金の支払いを説明するこ
ともできる。
なお，雇用の効果は交易条件効果とは異な
り，小国経済を仮定しても発生することから，
小国も保護貿易政策から利益を得ることも導か
れる。この点も古典的な貿易理論からは導かれ
ることのない帰結である。

パイは減るのか？

自由貿易政策を肯定する議論は，厚生経済学
の定理に基づき世界経済のパレート効率性が自
由貿易体制の下で実現することに立脚してい
る。このことは保護貿易政策による市場への介
入が歪みを引き起こし，「パイを減らす」とい
う主張に集約されている。しかしながら，本研
究の結果はこの主張が必ずしも成り立たないこ
とを示している。
そもそも，本研究が対象とする不完全労働市
場においては厚生経済学の定理は成り立たな
い。加えて，本研究において示された通り，保
護貿易政策は自国の雇用を促進して，生産を向
上させる。そのため，不完全労働市場を持つ経
済での保護貿易政策の採用が世界経済の「パイ
を減らす」のか否かは一般的に不確定である。
この点についてはさらに詳細な分析が待たれ
る。

今後の展望

保護貿易政策の採用が世界経済の「パイを減
らす」のか否かを分析する際には，サーチ理論
において Hosios条件として知られるパレート
効率的資源配分についての条件との比較検討が
有用である。この問題に関する多くの文献は，
不完全労働市場においてパレート効率性を実現
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することの困難を指摘している。これらの研究
に従って，どのように最善の資源配分を実現で
きるかを検討することで適切な貿易政策につい
ての知見を深めることが可能になる。
本研究については労働市場が 1部門だけであ
ることを仮定している。このことは現実の実証
データとの照合を困難にするから，生産部門ご

とに労働市場が存在する模型が望まれる。
本研究の模型について，実証データとの整合
性の検討が待たれる。ことに，雇用効果が正値
を取るか否かの条件は定量的な予測が可能であ
ろうから，模型の妥当性について有用な知見を
もたらすことが期待される。
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